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はじめに    年,   会計は新たな一歩を踏み出した｡   資本市場における国際会計基準 (        ) の適用である｡ 勿論これは  統合という大きな潮流の中での出来事であるが, そこ
ではどのような統一的会計基準がどのレベルで適用されるのかが関心の中心であった｡ 結果と
してみれば, 連結財務諸表を個別財務諸表と切り離して, 前者に国際基準を適用する方式を採
用した｡ ただし, これを考察するにおいて, 一見すると, ｢  会計＝        ｣ のように































の会計システムの分類について, ここではノーブス (         ) (図表１参照)１) とオール
ドマン (         ) (図表２参照)２) の見解を取り上げることにしたい｡
両者の類型化によれば, マクロ／ミクロあるいは統一型 (      ) ／実務型 (        )
という視点からみると, スイス等若干の国を除き, 全体としては類似した傾向にあると分析し
ていることがわかる｡ ただ, オールドマンの図表に示された ｢将来のヨーロッパシステム｣ の




あると思われる｡ その代表的な国として, ミクロ／経済型指向にあるオランダ, 専門家型ない
し実務型指向にあるイギリスやアイルランド, マクロ／経済型・統一型指向の中でもプラン系
に分類されるベルギー, フランス, 商法系に分類されるドイツなどがあげられる｡
これら諸国の類型化は, 各国間 (例えば２国間) の比較を通して, そしてそれを拡大してい
くことで相対的に論ずることもできる｡ 例えば, このうちフランスとオランダの比較を例に挙
げてみよう｡
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１)                                                                                    
彼によれば, 次のように説明される｡ ここでの研究目的は公開企業の財務報告実務にもとづいて,
特定のヨーロッパ諸国を分類することである｡ ここでは報告実務における ｢測定と評価｣ に重点を置
いており, 一般に利用され, 最もよくその実務を示している企業財務諸表を対象としている｡ このよ
うな企業間の報告に関する国際的差異は, 株主, 債権者, 監査法人, 課税当局, 経営者, 仲介企業に
とって大きな関心事である｡ 測定ならびに評価実務は, 多くの中から選択適用されている｡ というの
もそれらが, 利益, 資本, 総資産, 流動性などの数値を提供するからである｡ (         )
２)                                                                       
                                                               
両国に関してブルーム＝ナチリ (                   ) は次のように指摘してい
る３)｡ 両国とも基準設定システムは政府によって統制されるが, オランダの場合には, その主
体が職業会計人にあるという点でフランスとは異なっている｡ しかし, こうした相違はありな
がらも, 司法上の番人としての役割 (           ) は, ともに相当に機能しているのであ
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図表１ ノーブス [1989] の EC類型化
図表２ オールドマンのEC類型化
３)                                                                                                                                                                                     
                                                               
る｡ フランスの基準が強制的であるのに対して, オランダの基準は一部を除き自主的なもので
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｢会計および報告の国際企業に関するアド・ホック専門作業部会報告｣    年  第７号指令     年会計法・会計法施行令    年  第８号指令     年会社法     年連結会計法     年財務諸表指令法    年連結会計法施行令    年       年会社法
４)                                                                                                                                         
                                                               
つか列挙すると次のとおりである｡ １) 法律上の支配がなくとも実質的支配が認められる場合
には連結が要請されるのか (ドイツ), ２) 連結は親会社が有限会社であるグループに限られ
るのか (イギリス, アイルランド), ３) 特定の条件下では, 金融持株会社は免除されるのか
(ルクセンブルク), ４) 小規模グループは免除されるのか｡ ただし, グループ企業のうちの一
つが上場されている場合を除く (フランス), ５) 特定の条件下では, 合併会計処理が認めら
れるのか (イギリス, アイルランド), ６) 連結のれんは５年あるいはその経済耐用年数にわ
たり償却されるのではなく, むしろ積立金から控除されるのか (イギリス, アイルランド),
７) 課税ベースによる評価は, その採用理由が開示されるのであれば排除される必要はないの
か (イギリス, アイルランド, オランダを除く  各国), ８) ジョイント・ベンチャーに対













欧州委員会 (                ) は,     年までに  域内の上場会社に対して        に準拠すべきとする規則案を    年２月  日に公表し,     年５月  日に承認した｡
(    年７月  日に欧州議会および閣僚理事会規則           として採択)｡ これは米国    に準拠するわが国の国際企業に対しても要求されるもので, こうした特定の第三国へ
の適用に関しては    年までの適用延期が表明されている｡  域内での金融サービスの強化の一環として,   は    年５月に ｢金融サービス行動計
画 (    ：                     )｣ を公表した｡ これは  域内の金融関係の法
  会計の夜明けと        の新局面   
５) 本節中の  新体制の解説にあたっては,                       (                      ‒  ) を主に参考にさせていただいた｡
                                                               
規制の統一を視野に入れた金融戦略で, 主に以下の３つの  指令が関連している｡




ｂ. 定期開示に関しては ｢透明化指令 (                   )｣ にしたがって,     年１
月  日に施行が予定される (    年  月  日採択)｡
｢透明化指令｣ では,   域内で証券を上場する証券発行会社に対して統一的で定期的な
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図表４ EU主要各国および国際機関の IAS/IFRS 対応
ドイツ          資本調達簡易化法制定 (    年  月時限立法)＊１)ドイツ会計基準委員会 (    )：プライベート・セクター




















＊３.                                                                                     
＊４.                                                         (  )                                                                                                                           
＊５.          ７                                                                               
                                                               
開示を義務付けている｡ つまり, これにより年次財務報告書, 半期財務報告書および四半期
報告書の公表が義務付けられた｡




められる場合には, それに対して不採択を勧告することになる｡ なぜならば,   会計基準
は本来的に  の公共の利益に資するものでなければならないからである｡
ここでは以下,   における会計新体制に関して, １) 欧州財務報告諮問グループ (                                         ), ２) 欧州証券規制委員会 (                                        ), そして３) 会計規制委員会 (                              ) の３組織をとりあげる｡
１) 欧州財務報告諮問グループ (以下,      )
この組織は, 欧州会計士連盟 (   ), 欧州産業組合連合 (     ), 欧州銀行連盟 (   ),














などである｡  加盟国の証券規制当局から構成される    は, 同等性 (         ) 評価に関して,
以下の２つの報告書を公表している｡







ハ) ｢同等＋補完措置｣ のケース：必要に応じて追加的開示, 調整計算書, 補完計算書が必
要
ｂ.     年７月５日付同等性助言 (    技術的助言) の最終採択｡    は, 日・米・加の３カ国の会計基準と        との同等性に関して技術的助言




３) 会計規制委員会 (以下,    )
加盟各国の代表で構成され, 欧州委員会の代表が議長を務める   は, 制度的原則にのっ
とり基準が採択されるべきか,   域内での適用を却下すべきかの決定を下す｡











国 略字 名 称 設立年 公的・私的
ベルギー                                      1975 パブリック
(                              )
デンマーク                   1994 パブリック                   1992 (1988) プライベート
フィンランド                     1974 パブリック
フランス                                 1957 (1947) パブリック
ドイツ                                      1998 パブリック        
ギリシャ                           1988 パブリック
イタリア                                       1975 プライベート                                       2001 ハイブリッド
オランダ                              1983 (1971) ハイブリッド
ノルウェー                           1989 プライベート
ポルトガル                                     1983 パブリック
スペイン                                      1983 (1965) パブリック                                         1979 プライベート
スウェーデン                    1989 プライベート
スイス                                 1984 プライベート              
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図表７ EU各国における会社名称
国 法的名称 略字 設立年
オーストリア                    1899
ベルギー                  1873
デンマーク               1917
フィンランド               1895
フランス                  1867
ドイツ                    1870
ギリシャ                 1920
アイルランド                       1855
イタリア                    1882
ルクセンブルク                  1915
オランダ                        1928
ノルウェー               1910
ポルトガル                   1888
スペイン                  1869
スウェーデン             1895
スイス                    1881
















取引所 会社総数 国内会社 外国会社                                                   
ヨーロッパ
取引所 会社総数 国内会社 外国会社                                                                                                                                                
アジア・パシフィック























現在, 各国証券取引所が実施している        への対応は, ｢『国際行』 という列車｣ に
乗り遅れまいとする動きでもある｡ 先進各国の証券取引所ではすでに        を容認する






国内の反響は, まことに大きかった｡ なにしろ, 国内基準では黒字であったものが, 米国基準
では赤字となったわけであるから, そのギャップ (図表10および図表11) は相当な違和感をも
って受け止められたであろう｡ 当時ドイツでは,    調和に反対意見も勿論あったが, これ
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図表９ 外国企業による社債発行の現状
(ここでは会計基準の国際的統一化が強く求められた    年当時のデータを示す)












に対して１) 段階的調和化論, ２) 連結財務諸表調和化論, ３) 世界的に受け入れられる会計
原則論などのさまざまな主張が見られた６)｡
２. 国際スタンダードとしての地位の確立―IOSCO・EUの IAS 承認・義務づけ―    年は, 国際会計基準 (        の前呼称) が国際スタンダードとしての地位を確保
できるかという点で正念場であったが, 同年５月の     が   を条件付きで承認し, こ
れに続いて６月に  が同基準を承認したことにより, これが一気に現実化したのであった｡




(                           ：              )｣７) において, 遅くとも    年
  会計の夜明けと        の新局面   
図表10 当期利益額の米国基準への調整差額の開示
国内 米国基準調整額 差異 ％差異割合          
(       )                       (       )                       －   ＋             
(  )          £    £     £    £     (£    )£     －   ＋   
(      ：                                                                                                 )
図表11 株主資本額の米国基準への調整差額の開示
国内 米国基準調整額 差異 ％差異割合          
(       )                                                                                      ＋   ＋   ＋             
(  )          £     £      £     £      (£    )(£    ) －   －  
(      ：                                                                                                 )
６) 倉田幸路 ｢ドイツ会計基準の国際的調和化と国際企業の動向｣ (『企業会計』 第  巻第３号,     年,      )
７)                                                                                                                           (    ), この連







３. IASB の誕生    年まで事務総長として    をコントロールしてきたのは, 英国公正取引委員会委員長





確保に向けて動き出したのであった｡    新組織 (図表13) は, 評議会, 理事会, 解釈指針委員会 (   ), 基準勧告委員会の４
立教経済学研究 第  巻 第４号     年  
図表12 IAS/IFRS が国際スタンダードに至る経緯         設立,    公表開始     ｢財務諸表の比較可能性・改善作業プロジェクト｣ スタート          によるコア・スタンダード作成・完了条件付きで裏書きが与えられる     ｢財務諸表の比較可能性 (   )｣ および ｢財務諸表の作成表示に関する枠組み｣ 公表         趣旨書 ｢財務諸表の比較可能性｣ 公表         将来像への勧告              将来像 (  ) に対するコメント・レター    .  .       コンセプト・リリース     の質問に対しコメントを求め,    受入条件のための今後の視野が示される             による承認 (シドニー決議)
｢多国籍の証券の募集及びクロスボーダーの上場を容易にするための    基準の使用
に関する決議｣ (クロスボーダーの有価証券の発行や上場の際には, 当該多国籍の発行
者に対して   に準拠した財務諸表を認める)                ジョイント・コメント・レター   コンセプト・リリースを受けて, 今後   の質的向上の必要性を表明          による承認        欧州財務報告諮問グループ (     ) を創設          に組織変更       欧州証券委員会 (   ) と欧州証券監督者委員会 (    ) を創設          による正式決定             ｢国際財務報告基準 (    ) の進展および利用に関するステートメント｣ 公表           ｢国際財務会計基準 (    ) を採用する外国民間発行者の米国基準への調整措置の
解消に向けたロードマップ｣ 公表
                                                                
つの主要な組織を有し, このうち  人の理事 (うち, ７人は各国基準設定主体と交渉しうる立








図表13 2005年 IAS/IFRS を取り巻く日米 EUの関係
米国        統一プロジェクト IASB         採用 EU            統一プロジェクト
日本     技術的助言
                                                                
